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1母子及び寡婦福祉法成立までの歴史的経緯

















































1929（昭和 4 ）年 救護法（昭和 4 年法律第 39 号）制定
1932（昭和 7 ）年 救護法施行
1936（昭和 11）年 母子扶助法案上程（片山哲によるもの，衆法第 11 号）
1937（昭和 12）年 母子保護法（昭和 12 年法律第 19 号）制定
1938（昭和 13）年 母子保護法施行
1949（昭和 24）年 母子対策要綱（11 月 30 日閣議了解）
1952（昭和 27）年 母子福祉資金の貸付等に関する法律（昭和 27 年法律第 350 号）制定
1953（昭和 28）年 母子福祉資金の貸付等に関する法律施行
1964（昭和 39）年 母子福祉法（昭和 39 年法律第 129 号）制定・施行































4）　読売新聞 1926 年 5 月 30 日付「社会局が飽迄意気込む ⁄ 母子扶助法の実現 ⁄ 予算を切り詰めて ⁄ 立案の趣旨
と要綱」。また母子扶助法に関連する内容が，その後 1 カ月後に東京朝日新聞 1926 年 6 月 11 日付「財源は
なくとも ⁄ 要求は数多く ⁄（略）⁄ 物すごい内務各局案の事業」，東京日々新聞 1926 年 6 月 11 日付「内務省の































































































れた末，第 15 回国会で法律第 350 号としてその公布をみた。
②国会における議論
　国会における議論では，母子家庭への理解の前提として，母子家庭における経済的困窮が多


































9）　同様の趣旨を述べたものに，第 15 回国会衆議院厚生委員会第 2 号（昭和 27 年 11 月 11 日）の堤ツルヨ（日
本社会党）の発言がある。
10）　第 15 回国会衆議院厚生委員会第 5 号（ 昭和 27 年 12 月 15 日）における高橋禎一（改進党），堤ツルヨ（日












































13）　第 15 回国会参議院厚生委員会第 10 号（昭和 27 年 12 月 16 日）における山下義信（日本社会党）および谷
口弥三郎（民主クラブ）の発言より。
14）　ただしそれ以前にも母子福祉資金の成立の陰に，総合的な母子福祉法の制定が忘れられてきたとの指摘が











容が規定されている。だがその後，第 34 回国会参議院社会労働委員会第 26 号（昭和 35 年 4
月 21 日）において母子福祉法の単独立法を促す紅露みつ（自由民主党）や坂本昭（日本社会党）
の発言，第 43 回国会参議院社会労働委員会第 11 号（ 昭和 38 年 3 月 19 日）において，母子
相談員の処遇の現状や貸付金の現状と踏まえ総合的母子福祉法の成立を促す山高しげり（第２
院クラブ）の発言等はなされているが，この時点では具体的な法案提出に至っていない。
　最終的には 1964（昭和 39）年の第 46 回国会にて母子福祉法案が政府提案され，審議の末，




　1964（昭和 39）年 2 月 14 日，政府から提出された母子福祉法案（内閣提出第九四号）は第
46 回国会衆議院社会労働委員会第 10 号（昭和 39 年 02 月 18 日）で付託されている。その後

























　上記 2 法案について，衆議院での実質的審議が開始したのは，第 46 回国会衆議院社会労働








































にて採決された。なお本案は，1964（昭和 39）年 5 月 16 日の衆議院本会議を通過した。
２）参議院
　前述の 2 法案とも参議院では，第 46 回国会参議院社会労働委員会第 13 号（ 昭和 39 年 3 月
17 日）に法案趣旨説明がなされている。その後，参議院では，山高しげりが所属していた第
46 回参議院予算委員会第四分科会第 2 号（昭和 39 年 3 月 26 日）において，山高より母子福
祉資金における入学仕度資金の導入と母子相談員の常勤化，浮浪母子寮 16）の問題の 3 点が質
問されている。























れた。なお本案は，第 46 回国会参議院本会議第 27 号（ 昭和 39 年 6 月 12 日）に修正案を含










その意味で，冒頭に新たに本法の目的規定（第 1 条），基本理念（第 2 条），国及び地方公共団














　本法の前身法である 1952（昭和 27）年の母子福祉資金貸付法第 1 条における目的規定 20）を
みると，「貸付による経済的自立の助成，生活意欲の助長，児童福祉の増進」の 3 点が示される。



































③基本理念（第 2 条），国及び地方公共団体の責務（第 3 条）の創設
















































































































































































































































































































お本法案は，第 94 回衆議院本会議第 30 号（ 昭和 56 年 6 月 4 日）にて趣旨説明がなされた上，
可決されている。
②参議院




するものである 33）。なお本法案は，第 94 回参議院本会議第 23 号（昭和 56 年 6 月 5 日）にて



















の規定をみると，目的規定（第 1 条），基本理念（第 2 条），国及び地方公共団体の責任（第 3
条）については，母子家庭と同様の内容が寡婦についても保障されるという形でとどめられて




















































































・高島巌〔1938a〕「母子保護法に就て（1））」『幼児の教育』38 巻 4 号，P53–62。
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The aim of this article is to analyze debates about Acts on Welfare of Mothers with 
Dependents and Widows in Japan.
　The article begins with an explanation of Acts on Welfare of Mothers with Dependents 
before World War Ⅱ. Next, I present an analysis of Acts on Welfare of Mothers with 
Dependents after World War Ⅱ, with a particular emphasis on the debates of 1981. I end 
with a discussion of some of the outstanding issues facing the field.
　I conclude that discussions about social welfare of mothers with dependents and 
widows can be divided into three periods. However, there is still a lack of clarity on 
fundamental principles in regard to the issues involved, and this has led to confusion 
about the measures for maternal and child welfare currently in place.
